















































総数 ２，９０１０２４９ 2,137,118 7６４，１３１
株式会社 1,509,367 １，０５５，０２７ ４５４，３４０
１００万円未満 289,928 6４，４０５ 225,523
１００万円以上 ９１８，２４０ 711,037 207,203
１０００万円以上 258,763 238,480 20,283
５０００万円以上 2３０１６４ 2２，１７９ 985
１億円以上 1１０５９３ 1１，３４６ 247
３億円以上 2,880 ２，８２６ 5４
５億円以上 １，９８２ 1,958 2４
10億円以上 2,039 ２，０２２ 1７
５０億円以上 778 774 ４
令名会社 5６，２６１ 1９，８８１ 3６，３８０
合資会社 212,089 ８１，４２０ 130,669
有限会社 10123,532 980,790 1420742
１－３ ４－１０ 1１－２５ 2６－５０ 5０－ 計
－９９万 4(28.6） 10(71.4） 0 ０ ０ 14(100.0〉
100万－499万 38(2０ 9） 126(6９ 2） 17（9.3） ０ 1（0.5） 182(100 O）
500万－999万 8（９ 2） 59(6７ 8） 16(1８ 4） 2（2.3） 2（２ 3） 87(100 O）
1000万－4999万 13（８ 9） 67(4５ 9） 55(3７ 7） 8（5.5） 3（２ 1） 146(１００ O）
5000万－１億 6(2７ 3） 1（４ 5） 6(2７ 3） 2（9.1） 7(3１ 8） 22(100 o）





























































































































































会計が明確化し､企業経営の合理化に役立つ 7２ 6４．３ 34.0
資本金を借I)入れる上で、信用が轍す 1７ 1５．２ 8.0
取引先との関係で、信用が増す 6６ 5８．９ 31.1










株主（社員）の有限資任が認められる ７ ６．３ ３．３
税金が安くなる ９ 8.0 ４．２









家族 ２ 0１（467） 1８ １（432）
定経甘者・その家族 ０ 4９（456） ４ ２（450）
親戚・友人 ２ 】0（463） 】１ ９（439）
従業貝 ２ 4４（459） ５ ３（445）
親会社・ＩｌＵ係会社 0 2３（459） ７ ３（453）
俎会吐専の役貝・従蟻且 0 6３（4詔） ９〈456）
取；Ｉ先 0 ９０“58） ２ ５（453）



















































































137 2７．０ 115 3５．０
5.その他 1８ ３．６ 1９ ５．８
6.わからない 135 2６．６ 105 31.9
調査対象グループ 一般株式 一般有限
鋳成 反対 その他 計 賛成 反対 その他 計
－９９万 ２(12.5） ９（56.3） ５(31.3） 16(100.0） 14(21.2） ２２(33.3） 30(45.5） 66(100.0）
100万－499万 7４（351） ６５(3０ 8） 72(34.1） 211(】00.0） 53(26.6） 71(35.7） 75(37.7） 1釣(100 O）
500万－999万 36(3６ 4） 26(2６ 3） 37(37.4） 99(100.0） 1４（28.0） １５〈30.0） 21(42.0） 50(100 O）
1000万－4999万 8】（5０ 6） 35(2１ 9） 射（27.5） 160(100.0） l（7.7） 7（53.8） 5(38.5） 13(100 O）
5000万－１億 11（5２ 4） 1（４ 8） ９(42.9） 21(100.0） 0 ０ 1(100.0） l(100 O）
計 204(4０ 2） 】36(2６ 8） 】67(32.9） 507(100.0） 82(別.り 115(350） 】型(40.1） 329(100 o）
金沢大学経済学部鯰築第４巻第２号１９８４．３
外部の会計専門家を導入したほうが実効性が期待できる。
大塚三郎「前掲論文」１４頁。
結露
「株式会社法は大会社にとっては規範であるが，小規模の会社においては
空文に過ぎず｣(1)と云われ，監査機能の法理論と実践において乖離化の現象
が強く，有限責任制を遵守する限りにおいて株式会社制度における利害関係
者保護策を如何に対処するか大きな問題となっているのが現状である。
個人企業の法人化は，法人化動機（目的）においてみる如く，他制度にお
ける経済的利益性の不均衡による点が多く，質的には個人的色彩の漉厚なる
株式会社化が多い。その結果，監査機能の無機能化が経済的事由又は監査実
効性の観点より促進され，監査の形骸化，無用論が展開される結果となった
のである。
かかる現状を鑑み，有限責任を前提とする株式会社における監査機能の強
化が，監査の専門性と実効性を指向し，かつ経済的負担の軽減化という観点
より，株式会社制度の維持を前提として，改変が検討されることとなったの
である。
かかる動向に対して，かかる諸要件を充す監査機能の検討は，(1)取締役の
賠償責任の強化，(2)公開の強化(3)現行監査役規定の拡充，整備，(4)共同監
査会社(第三セクター方式)による監査の導入等が考えられる。監査人の独立
性等の問題，監査の専門性の問題強いては経済的負担の問題を勘案する場合，
共同監査会社方式が是とされるものと考える。
(注）
（１）青竹正一「前掲書」４頁。
(昭和58年１月31日）
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